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4人の議員が、市政について市長に
質問しました。
録画映像はこちらからご覧いただけます。
なお、録画映像は本定例会終了後から
２年間の公開となっております。

市政を問う！
～代表質問から～

自由民主党

村松　叶啓  議員
むら まつ やす ひろ

「札幌市未来へつなぐ町内会ささえあい条
例」は、町内会の役割や重要性を皆で認識

し支えていくことで、暮らしやすいまちの実現に
寄与することを目的としています。本市が地域実
態を反映したまちづくりや地域生活に則した福祉
施策を進めるに当たっては、条例の趣旨を踏まえ
ながら町内会の意見を十分に聞いた上で、一層連
携して取り組みたいと考えています。

A

持続可能な財政運営を見据えた
今後の物価高騰への対応

Q 昨今の国際的な原材料価格、円安の影響
に伴い、国内の物価高騰を受けた市民お

よび市内事業者は、厳しい環境に置かれていま
す。国・地方が一丸となり対策を講じ、また、
物価高騰のあおりを受ける市民および市内事業
者への支援も引き続き迅速に取り組む必要があ
ります。財源の捻出方法など、持続可能な財政
運営を見据えながら、今後どのように物価高騰
に対応していきますか。

今後の持続可能な財政運営を踏まえると、
国による追加の財政措置は必要不可欠であ

るため、国の動向を見極めつつ、引き続き、あら
ゆる機会を通じて国に要望していきます。また、
市民・市内事業者の状況に応じて、実施すべき取
り組みを行いたいと考えています。

A

地域生活に則したまちづくりと
福祉施策の検討

Q 先の第３回定例会で可決した「札幌市未
来へつなぐ町内会ささえあい条例」の趣

旨に基づき、地域と行政が地域のまちづくりや
福祉施策を共に考え行動していくことができれ
ば、地域のつながりの大切さと町内会の必要性
が地域住民に改めて認識されると考えます。今
後、地域実態を反映したまちづくりや地域生活
に則した福祉施策を進めるに当たり、町内会と
の役割を整理しつつ、一層連携して取り組むべ
きと考えますが、いかがですか。

昨冬のような大雪であっても市民生活や経
済活動への影響を最小限に抑えるため、雪

堆積場や融雪施設を大雪時に有効活用し、排雪作
業の実施を適切なタイミングで判断することが必
要です。今冬に向け、これまで準備してきた大雪
対策をどのように実施していきますか。

Q
大雪対策の実施

昨冬の大雪を踏まえ、12月から１月上旬
に大雪が見込まれる際の排雪作業の前倒し

と強化、雪堆積場の増強などを柱とした大雪時の
対策を取りまとめました。この対策の実施に必要
な予算を措置したほか、国や北海道などとの連携
強化により、雪堆積場の確保や応援体制の確立な
ど万全に準備を進めています。今後、道路状況や
気象状況を的確に把握の上、対策の実施をちゅう
ちょなく判断し、除雪事業者と一体となって取り
組んでいきます。

A

昨冬の大雪時、本市は緊急的に「札幌市雪
害対策連絡会議」を立ち上げ、雪害対応の

総合調整を行いましたが、災害級の大雪に対応す
る本市の内部体制としては、十分ではなかったと
考えます。このため、令和４年11月の札幌市防
災会議で、除排雪体制の強化に加え、気象状況や
除排雪作業の進捗状況に応じた本市内部の配備体
制が札幌市地域防災計画（雪害対策編）に規定さ
れました。今冬、雪害対応における本市内部の配
備体制をどのように運用していきますか。

Q
雪害に対する札幌市内部の配備体制

しん ちょく

雪害の防止や解消に向けた道路除排雪作
業が必要となった場合は、「緊急除排雪

実施本部」を設置し、運搬排雪作業の前倒し
などの対策や除排雪体制の強化を実施します。

A

第4回 定例会

その他の議案および議決結果は、６ページに掲載しています。
意見書の全文は、市議会ホームページに掲載しています。

令和４年度の補正予算などに
ついて審議しました（11月29日～12月13日）

　令和４年第４回定例会では、令和４年度補正予算や札幌市個人情報の保護に関する法律施行条
例案などの議案74件、諮問１件、意見書４件が全会一致または賛成多数で可決されました。

　以下の経費など、全会計総額208億7,700
万円を増額する補正予算が可決されました。

札幌市個人情報の保護に関する法律施行条例案
　個人情報の保護に関する法律の一部改正に
より、令和５年４月１日から本市が保有する
個人情報の取り扱いについて同法の規定が適
用されることに伴い、個人情報の開示請求に
おける開示情報の範囲、開示決定などの期限
その他必要な事項を定めるものです。

可決された主な議案 ～補正予算案と条例案～
　令和４年度の補正予算案　 　　　　条　例　案　　　　

可決された主な意見書（概要）

国土強靱化に資する社会資本整備等に関する
意見書に関する意見書

意見書
意見書とは、市政の発展に必要な事柄の実現を要請するため、
市議会の意思を決定し、国会や政府に提出するものです。

　国会および政府に対し、国と地方の適切な役割分担の下、防災・減災、国土強靭
化に必要な予算を安定的かつ継続的に確保するため、以下の措置を講ずるよう強く
要望するものです。
①国土強靱化に資する社会資本の整備・管理が長期安定的に進められるよう、公共
事業関係予算の所要額を確保するとともに、地域の実態に鑑み予算を重点配分す
ること。

②「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進めるために
必要な予算・財源を確保するとともに、継続的・安定的に国土強靱化の取り組み
を進めることが重要であることから、５か年加速化対策後も予算・財源を通常予
算とは別枠で確保し継続的に取り組むこと。

③維持管理に活用可能な交付金制度を創設するとともに、全ての管理施設の点検や
診断、補修、更新が交付対象となるよう採択要件を緩和するなど、地方負担の軽
減を図ること。

④冬期における円滑な交通確保のため、除排雪に必要な予算を確保するとともに、
老朽化が進行している除雪機械などの計画的な更新・増強が可能となるよう財政
支援を強化すること。

●出産・子育て応援推進費
●大通・創世交流拠点まちづくり推進費追加
●小学校運営管理費追加
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障がい者スポーツの振興に取り組むこと
は、障がいのある方の健康維持・増進や

社会参加を促進するなど、共生社会の実現に寄
与するものと考えます。また、北海道・札幌
2030オリンピック・パラリンピック冬季競技大
会概要案に「障がい者スポーツセンターの設置
検討」が記載されており、大会招致を契機に、
障がい者スポーツの環境整備をより一層進めて
いく必要があると考えますが、いかがですか。

障がい者スポーツのさらなる振興のた
め、体験会や指導者養成講習会の拡大

に向けた検討を進めていきます。また、障が
い者スポーツ専用の学校開放は１校のみのた
め、既存の学校開放に障がい者優先の利用枠
を設ける協議を関係団体と進めています。障
がい者スポーツセンターは、先進事例の調査
やパラスポーツ関係者と議論し、障がいのあ

る方が日常的にスポーツを行える環境整備や
裾野拡大から競技力向上までを一貫して支え
る中核的な機能を担う拠点施設として、設置
に向けた検討を深めたいと考えています。

公明党

わたなべ　泰行  議員

障がい者スポーツの振興

やす ゆき

Q

A
本市も積極的にプロジェクトチームに参
画し、そこでの議論を踏まえながら、大

会組織委員会の体制などクリーンな大会に向
けて危機感を持って検討を進めていきたいと
考えています。また、今後の協議では、既成
概念にとらわれないクリーンで新たな大会に
挑戦し、地域にとって望ましい選択を優先し
ながら、しっかりと本市の考えを伝えていき
たいと考えています。

A

（注１）札幌市LGBTフレンドリー指標制度
ＬＧＢＴに関する企業での取り組みを推進することを目的に、ＬＧＢＴに関する取り組み（差別やハラスメントの禁止を社内規定に記述など）をしている市内企業を札幌市ＬＧＢＴフレンドリー企業として登録し、
企業情報や取り組み内容などを市ホームページなどで広報啓発する制度。

文科省が毎年行っているいわゆる「問題
行動等調査」の令和3年度の結果が令和

4年10月に公表され、本市の児童生徒1,000人
当たりのいじめの認知件数は、全国平均を超え
る64.1件でした。学校でのいじめの積極的認
知が進んできた今こそ、認知したいじめにどの
ように対応していくのか改めて考えていく必要
があると考えますが、いかがですか。

Q
今後のいじめ対応また、大雪で市民生活に甚大な影響が及ぶ恐れ

が生じた場合などは、さらに「雪害対策本部」
を設置し、防災関係機関と連携しながら、市立
学校の登校時間繰り下げなど、除排雪作業にと
どまらない組織横断的な応急対策を実施します。
気象状況や除排雪の進捗に応じて、迅速に各本
部を設置し、機動的に道路除排雪を実施すると
ともに、雪害全般に対し明確な指揮系統の下、
組織的に対応していきます。

民主市民連合

松原　淳二  議員
まつ ばら じゅん じ

Q 東京2020大会の汚職事件を受け、スポー
ツ庁が主催するプロジェクトチームが、

大会組織委員会のガバナンス体制の在り方など
を議論しています。令和５年２月下旬をめどに
議論結果が取りまとめられると聞いており、市
民に信頼される内容であるか注視が必要です。
結果によっては、重大な判断・決断をせざるを
得ないと考えます。また、オリンピック・パラ
リンピックは、さまざまな関係者と調整しなが
ら進めていくものであり、協議の際には、本市
の考えを伝えながらぶれずに進めていくことが
重要であると考えます。今後、どのような姿勢
でＩＯＣなどの関係者と協議していきますか。

2030オリンピック・パラリンピック
冬季競技大会の招致

Q 指定管理者制度は、市民サービスの向上
と効率的な施設運営を目指すことを目的

に導入されています。しかし、近年の労務単価
の上昇などの社会経済情勢の変化に対し、施設
の管理運営の内容に見合う経費となっているか
検証し、改善を図る必要があると考えます。質
の高い公共サービスの維持・充実に向け、どの
ように労働環境の向上に取り組みますか。

公共サービスの充実に向けた
指定管理者制度における労働環境の向上

指定管理施設で公共サービスを維持して
いくためには、労務単価の上昇や人材確

保の問題など、社会経済情勢の変化に着実に
対応していただくことが必要と認識していま
す。このため、賃金水準の上昇を担保する新
たな制度の構築など、指定管理施設の労働環
境の向上を後押しできる取り組みをしっかり
と検討していきます。

A

Q 性的マイノリティの方々が安心して暮ら
せる札幌市を目指すためには、札幌市

LGBTフレンドリー指標制度（注1）などによる企
業の性的マイノリティに対する理解促進が重要
であり、一層の取り組みの充実が必要だと考え
ますが、いかがですか。

企業における性的マイノリティの
方々への理解促進

企業からは、指標制度の登録を励みに新
しい取り組みを進めたいという声がある

一方、性的マイノリティの方々のニーズを把握
することが難しいという声もあり、取り組みへ
の姿勢や課題はさまざまであると認識していま
す。今後、指標制度登録への働きかけの拡充と
多様な意見を企業の取り組みに反映するため、
性的マイノリティの方々と企業の交流がさらに
充実するような工夫を行いながら、企業の理解
促進に一層努めたいと考えています。

A

各学校では、いじめの芽を見逃さないよ
う子どもの悩みに寄り添った組織的な対

応に努めていますが、問題が複雑化し、解消に
時間を要するケースもあります。このため、心
理や福祉などの専門人材や関係機関とともに、
早い段階から学校と問題解決に取り組んでいま
す。今後も全ての子どもに自他を大切にする心
を育み、学校、家庭、地域が一体となって子ど
もを見守り、社会全体で安全・安心な教育環境
づくりを進めていきます。

A

Q 生産年齢人口の減少という課題に直面す
る本市において、さまざまな分野でＡＩ

などの先端技術を活用し、生産性向上やイノベー
ション創出を実現することは、重要になると考え
ます。しかし、ＡＩ人材は全国的にも獲得競争が
激化しているため、今後、人材の育成や確保にど
のように取り組みますか。

ＡＩなどの先端分野における
産業人材の育成と確保

令和４年度から市内ＩＴ企業のエンジニ
アがチームを組み、北海道大学の研究者

などによる指導を受け、実際の企業課題を題
材としてＡＩ開発を行う実践的な人材育成に
着手しています。今後も産学官の連携を強化
し、ＡＩなどの先端技術を活用できる人材、
企業の集積に向けた取り組みを推進していき
ます。

A

Q 閣議決定された「物価高克服・経済再生
実現のための総合経済対策」において、

妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近で
相談できる伴走型相談支援と、クーポンなどの
支給による妊娠、出産時の関連用品の購入助成
や産後ケアなどの利用者負担の軽減を図る経済
的支援を一体とする事業が創設されることが示
されました。この事業の実施主体は、各市町村
になりますが、どのように認識していますか。

妊娠・子育て家庭への伴走型相談支援と
経済支援の一体的実施

これまでも妊娠期から出産・子育て期
まで、各種相談や訪問などを行ってお

り、引き続き周産期の家庭に寄り添い、共に
歩み続けていくことが重要と認識しています。

A
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組織的に対応していきます。

民主市民連合

松原　淳二  議員
まつ ばら じゅん じ

Q 東京2020大会の汚職事件を受け、スポー
ツ庁が主催するプロジェクトチームが、

大会組織委員会のガバナンス体制の在り方など
を議論しています。令和５年２月下旬をめどに
議論結果が取りまとめられると聞いており、市
民に信頼される内容であるか注視が必要です。
結果によっては、重大な判断・決断をせざるを
得ないと考えます。また、オリンピック・パラ
リンピックは、さまざまな関係者と調整しなが
ら進めていくものであり、協議の際には、本市
の考えを伝えながらぶれずに進めていくことが
重要であると考えます。今後、どのような姿勢
でＩＯＣなどの関係者と協議していきますか。

2030オリンピック・パラリンピック
冬季競技大会の招致

Q 指定管理者制度は、市民サービスの向上
と効率的な施設運営を目指すことを目的

に導入されています。しかし、近年の労務単価
の上昇などの社会経済情勢の変化に対し、施設
の管理運営の内容に見合う経費となっているか
検証し、改善を図る必要があると考えます。質
の高い公共サービスの維持・充実に向け、どの
ように労働環境の向上に取り組みますか。

公共サービスの充実に向けた
指定管理者制度における労働環境の向上

指定管理施設で公共サービスを維持して
いくためには、労務単価の上昇や人材確

保の問題など、社会経済情勢の変化に着実に
対応していただくことが必要と認識していま
す。このため、賃金水準の上昇を担保する新
たな制度の構築など、指定管理施設の労働環
境の向上を後押しできる取り組みをしっかり
と検討していきます。

A

Q 性的マイノリティの方々が安心して暮ら
せる札幌市を目指すためには、札幌市

LGBTフレンドリー指標制度（注1）などによる企
業の性的マイノリティに対する理解促進が重要
であり、一層の取り組みの充実が必要だと考え
ますが、いかがですか。

企業における性的マイノリティの
方々への理解促進

企業からは、指標制度の登録を励みに新
しい取り組みを進めたいという声がある

一方、性的マイノリティの方々のニーズを把握
することが難しいという声もあり、取り組みへ
の姿勢や課題はさまざまであると認識していま
す。今後、指標制度登録への働きかけの拡充と
多様な意見を企業の取り組みに反映するため、
性的マイノリティの方々と企業の交流がさらに
充実するような工夫を行いながら、企業の理解
促進に一層努めたいと考えています。

A

各学校では、いじめの芽を見逃さないよ
う子どもの悩みに寄り添った組織的な対

応に努めていますが、問題が複雑化し、解消に
時間を要するケースもあります。このため、心
理や福祉などの専門人材や関係機関とともに、
早い段階から学校と問題解決に取り組んでいま
す。今後も全ての子どもに自他を大切にする心
を育み、学校、家庭、地域が一体となって子ど
もを見守り、社会全体で安全・安心な教育環境
づくりを進めていきます。

A

Q 生産年齢人口の減少という課題に直面す
る本市において、さまざまな分野でＡＩ

などの先端技術を活用し、生産性向上やイノベー
ション創出を実現することは、重要になると考え
ます。しかし、ＡＩ人材は全国的にも獲得競争が
激化しているため、今後、人材の育成や確保にど
のように取り組みますか。

ＡＩなどの先端分野における
産業人材の育成と確保

令和４年度から市内ＩＴ企業のエンジニ
アがチームを組み、北海道大学の研究者

などによる指導を受け、実際の企業課題を題
材としてＡＩ開発を行う実践的な人材育成に
着手しています。今後も産学官の連携を強化
し、ＡＩなどの先端技術を活用できる人材、
企業の集積に向けた取り組みを推進していき
ます。

A

Q 閣議決定された「物価高克服・経済再生
実現のための総合経済対策」において、

妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近で
相談できる伴走型相談支援と、クーポンなどの
支給による妊娠、出産時の関連用品の購入助成
や産後ケアなどの利用者負担の軽減を図る経済
的支援を一体とする事業が創設されることが示
されました。この事業の実施主体は、各市町村
になりますが、どのように認識していますか。

妊娠・子育て家庭への伴走型相談支援と
経済支援の一体的実施

これまでも妊娠期から出産・子育て期
まで、各種相談や訪問などを行ってお

り、引き続き周産期の家庭に寄り添い、共に
歩み続けていくことが重要と認識しています。

A
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池田　由美  議員
いけ だ ゆ み

Q 本市は、事業所のほとんどを中小企業が
占めており、中小企業の振興は、本市の

発展に欠かせません。しかし、長引く新型コロ
ナウイルス感染症拡大や物価・原材料・光熱費
などの高騰により、経営が厳しい状況です。本
市は、原油・原材料高騰対策特別枠などの融資
を行っていますが、景気動向によっては融資要
件と対象の緩和、令和4年12月末までの新型コ
ロナ対応サポート資金の取り扱い期間の延長な
ど、柔軟な対応が求められると思いますが、

中小企業への柔軟な融資と小規模企業を
倒産・廃業させない独自支援策

今後の支援の実施・運用方法などは、国の要
綱などを踏まえ、経済的支援を速やかに開始
できるよう準備を進めるとともに、伴走型の
支援の充実を図り、一体的な支援を行ってい
きます。

Q 本市は、東京2020大会での大規模な汚職
事件を目の当たりにしてもなお、2030年

冬季大会の招致活動を継続していることに世界
中が驚いているのではないでしょうか。ＩＯＣ
は2030年冬季大会の開催地の決定を令和５年秋
の総会より後にすることを決定しました。圧倒
的多数の市民から賛同が得られるよう、開催時
期の延長も視野に、招致活動をいったん中断す
るべきだと考えますが、いかがかですか。

2030冬季オリンピック・パラリンピック
招致活動の中断

東京2020大会の事案で損なわれた国際
スポーツ大会のガバナンスの信頼回復に

向け、スポーツ庁やＪＯＣがガバナンス体制の
在り方の検討を進めており、令和５年２月に結
果が公表される予定です。本市もこのプロジェ
クトチームに参画し、クリーンで新しい形のオ
リンピック・パラリンピックについて検討を進
め、その内容を市民に丁寧に説明し、理解促進
に努めたいと考えています。

A

新型コロナ対応サポート資金は令和５年
３月まで期間を延長し、今後も景気動向

や社会情勢を踏まえて、融資制度を柔軟に運用
していきます。また、本市独自の支援策の実施
は、今後の持続可能な財政運営を踏まえると、
国による追加の財政措置が必要不可欠です。こ
のため、国の動向を見極めつつ、引き続き、あ
らゆる機会を通じて国に要望するとともに、市
内事業者の状況に応じて、市として実施すべき
取り組みを行います。

A

いかがですか。また、経営規模が小さい小規模企
業への固定費補助や返済猶予など、本市独自の支
援策も必要だと思いますが、いかがかですか。

文科省は文教科学委員会で「学校給食法
第11条は給食費の補助を禁止する意図

はなく、自治体の判断での全額補助を否定して
いない」と答弁し、今国会でも首相が同様の答
弁をしています。この答弁は、市長が決断すれ
ば給食費は無償化できるということですが、本
市の受け止めを伺います。また、令和４年４月
に文科省から各自治体に「食材高騰による保護
者負担の軽減のために、新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金の活用を可能とす
る」という事務連絡がありました。本市はこの
交付金を給食費の値上げを防ぐため食材費の値
上がり分への対策に活用しましたが、全国では
学校給食費の負担軽減や無償化に乗り出してい
ます。子育て世帯の経済的負担を減らすため、
本市も給食費の無償化を行うべきだと考えます
が、いかがですか。

Q
学校給食費の無償化

学校給食は、施設、整備、運営などの経
費を公費で負担し、食材費のみを保護者

に負担していただくものと認識しています。
子育て世帯における学校給食費の負担軽減は、
これまでも就学援助制度などで実施しており、
これ以上の支援は現時点では難しいと考えてい
ます。

A
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議１）令和４年度札幌市一般会計補正予算（第６号）
議２）令和４年度札幌市駐車場会計補正予算（第１号）
議３）令和４年度札幌市国民健康保険会計補正予算（第２号）
議４）令和４年度札幌市公債会計補正予算（第２号）
議５）令和４年度札幌市病院事業会計補正予算（第２号）
議６）令和４年度札幌市中央卸売市場事業会計補正予算（第１号）
議７）令和４年度札幌市高速電車事業会計補正予算（第２号）
議８）令和４年度札幌市下水道事業会計補正予算（第２号）
議９）札幌市職員給与条例の一部を改正する条例案
議10）札幌市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正
　　　 する条例案
議11）札幌市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案
議12）札幌市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例案
議13）札幌市立学校教育職員の給与に関する条例及び札幌市立学校教育職員特殊勤務
　　　 手当条例の一部を改正する条例案

議14～54）公の施設の指定管理者の指定の件（区民センター等/男女共同参画セン
ター等/区体育館等/美香保体育館及び美香保公園野球場/麻生球場等/
スポーツ交流施設/ジャンプ競技場及び札幌オリンピックミュージアム/
札幌国際交流館/札幌留学生交流センター/教育文化会館/時計台/旧永
山武四郎邸及び旧三菱鉱業寮/市民ギャラリー/札幌ドーム/社会福祉総
合センター及びひとり親家庭支援センター/若者支援施設/健康づくり
センター/救護施設/第二かしわ学園等/保育所/児童会館及びこども人
形劇場/こどもの劇場/養護老人ホーム等/老人福祉センター/リサイク
ルプラザ/産業振興センター/エレクトロニクスセンター/札幌コンベン
ションセンター/農業体験交流施設/都市公園/芸術の森及び本郷新記念
札幌彫刻美術館/札幌コンサートホール/円山公園第一駐車場等/札幌駅
前通地下広場及び北３条広場/市営住宅/北方自然教育園/生涯学習セン
ター及び教育センター（開放施設）/月寒公民館/青少年山の家/定山渓
自然の村/青少年科学館及び天文台）

議55）札幌市議会の議決すべき事件に関する条例の一部を改正する条例案
議56）札幌市個人情報の保護に関する法律施行条例案
議57）個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案
議58）地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例案
議59）札幌市職員特殊勤務手当条例の一部を改正する条例案
議60）札幌市証明等手数料条例の一部を改正する条例案
議61）札幌市障害者福祉施設条例の一部を改正する条例案
議62）札幌市児童会館条例の一部を改正する条例案
議63）札幌市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例案
議64）札幌市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例案
議65）札幌市営住宅条例の一部を改正する条例案
議66）札幌圏消防指令システム更新工事請負契約締結の件
議67）札幌圏消防救急デジタル無線システム更新工事請負契約締結の件
議68）中央区複合庁舎整備事業事業契約締結の件議決変更の件
議69）損害賠償及び和解に関する件
議70）令和５年度当せん金付証票の発売限度額を定める件
議71）市道の認定及び変更の件
議72）電力報償契約解除の件
議73）土地利用審査会委員任命に関する件
議74）札幌市議会個人情報保護条例案


